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2026 年 6 月期 第２四半期決算説明 質疑応答集 

 

2026 年２月 12 日（木）に発表した 2026 年 6 月期第 2 四半期決算に関して、発表以降に株主・投資

家などの方々からいただいたお問い合わせに対して回答をまとめましたので以下の通りお知らせい

たします。尚、ご理解いただきやすいよう一部内容の加筆・修正を行っております。 

 

第２四半期決算説明動画はこちらから 

対談特集 大日本印刷との資本業務提携 「日本の製造業におけるセキュリティの未来について」 

DNP 社がセキュリティを重視し、BBSec をパートナーに選んだ理由や協業内容について対談形式でまと

めております。是非ご覧ください。 

 

Q１：１Q では 2.1％だった営業利益率が、２Q で９％と増加しています。前年同期の 7.7%よりも

増加していますが、その要因を教えてください。 

A１：もともと１Q より２Q の営業利益率は高い傾向であることに加え、前期の４Q 以降に積み上げ

た受注残からの売上貢献が増加しました。また当社のサービスは内製での役務提供が中心であり、積

み上がった売上は大半が利益につながるために、前年同期よりも増収した分、増益につながりました。 

ただ、過去と比較するとまだまだ利益率改善の余地があるのでは？とのご質問もよくいただきます。

26 年６月期の通期業績予想では営業利益率 9.9%を計画しているため、ほぼ計画通りの推移だと考え

ております。先ほどご説明した通り当社は内製での役務提供が中心ですので、中長期的には営業利益

率のさらなる改善を目指しています。 

 

Ｑ２：2025 年３月に大日本印刷株式会社（以下、DNP）との資本業務提携の内容を拡大・強化とあ

りましたが、現在の進捗について教えてください。 

A２： DNP 社と、工場・発電所・交通システムなどの制御システム（OT※領域）向けセキュリティ

対策の取り組みを開始しています。DNP 社は印刷や⾷品、エレクトロニクスなど幅広い事業を展開

しているため、同社の工場運営のノウハウと当社のサイバーセキュリティに関する専門知識を融合

し、工場特有の課題解決を目指します。そして、日本の製造業全体に適用可能なセキュリティ標準を

確立します。 

これにより、OT 領域を含むワンストップのセキュリティサービスを提供し、企業の業務負荷を軽減

https://irp-system.net/presenter/?conts=01khj5gg77vrmet6yq8r9711wx
https://www.bbsec.co.jp/ir/report/index.html
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するとともに、製造業全体の安全性向上に貢献します。まずは DNP 社内でのセキュリティ標準の確

立に取り組んでいます。将来的には、それを製造業へ横展開していく計画です。 

*OT（Operational Technology）：製造機器などの運用を支える技術やシステムの総称 

 

Q３：通期予想に対して２Q の業績が弱いのではないでしょうか。通期予想達成の確度についてはい

かがでしょうか。 

A３：２Q の売上高としては、過去最高であった前々期と同等の金額となっております。営業利益は

前期を上回って推移しており、今後３Q 以降に案件が数多く見込まれておりますので、通期計画に対

しては、現時点では概ね計画通りに推移しております。 

 

Q４：サービス区分別では監査・コンサル案件が大きく伸長、脆弱性診断、情報漏えい IT 対策は３

Q 以降に案件が集中とのことですが、その根拠と今後の予想を教えてください。 

A４：前期より総合ソリューション提案に方針転換した結果、その提案の入り口である「監査・コン

サルティング」案件が大きく伸長しました。前期末に過去最高水準となった受注残のうち、この「監

査・コンサルティング」案件が大きな割合を占めているため、このサービス区分は好調な伸びを見せ

ました。当社のビジネスモデルにおいて、監査・コンサルティング（いわゆる分析・評価）を行った

のちには、診断・対策の提案を行っています。これを経て、監視・運用につながるわけですが、この

入り口である「監査・コンサルティング」案件が増大していることは、その後のソリューションの提

案も増大しており、多くの引き合いを頂戴しています。 

 

Q５：配当に加え株主優待制度を導入されていますが、株主還元方針について教えてください。 

Ａ５：これまでの業績の積み重ねによって財務基盤の強化が進み、安定的に配当および増配も実施で

きているなか、株主の皆様の日頃からのご支援に感謝するとともに、より多くの投資家の方々に当社

株式を長期保有いただくことを目的として、配当に加え、25 年 11 月に新たに株主優待制度を導入い

たしました。利益還元の充実と株主価値の向上は重要な経営課題であると認識しており、引き続き業

績の向上と株主還元の強化に努めてまいります。なお、年間配当は 16 円（中間８円、期末８円）、優

待内容は 300 株以上保有の株主様に年間 10,000 円のデジタルギフトを進呈する内容となっていま

す。詳細については、2025 年 11 月 12 日公表の「株主優待制度の導入に関するお知らせ」をご参照

ください。 

以上 

 

本質疑応答集は、資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際

の業績は今後の様々な要因によって、予想数値と異なる可能性があります。 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4398/tdnet/2714626/00.pdf

